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主な取組のレビュー（維持管理・更新をシステマチックに行うための取組について）

レビュー項目 主な取組

１．維持管理・更新をシステマチックに行うための取組

（１）維持管理・更新への「戦略的メンテナンス思想」の
導入

• 国土交通省インフラ長寿命化計画（以下「行動計
画」）及び個別施設毎の長寿命化計画（以下「個別
施設計画」）の対象施設を設定

（２）維持管理・更新をシステマチックに行うための業
務プロセスの再構築

• 個別施設計画を策定してメンテナンスサイクルを
実施

（３）維持管理・更新に係る予算確保 • 老朽化対策について防災・安全交付金により重点
的に支援

２．施設の健全性等を正しく着実に把握するための取組

（１）全ての施設の健全性等を正しく着実に把握するた
めの仕組みの確立

• 個別施設計画策定対象となる各分野における点
検基準策定はほぼ完了

• 点検要領等に基づく点検を順次実施
• 点検後、診断を行い施設の健全度を判定
• 修繕が必要と判定された施設について、順次措置

を実施
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維持管理・更新への「戦略的メンテナンス思想」の導入

インフラ長寿命化基本計画に基づく計画体系

インフラ長寿命化基本計画は、戦略的な維持管理・更新等の方向性を示す基本的な計画
地方自治体の行動計画については、全ての施設分野を対象とした公共施設等総合管理計画を策定

行動計画：維持管理・更新等を着実に推進するための中長期的な取組の方向性を明らかにするための計画
個別施設計画：点検・診断等の結果を踏まえ、個別施設毎の具体の対応方針を定める計画
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分野 行動計画の対象施設と個別施設計画の対象施設（赤字）

道路 道路施設（橋梁、トンネル、大型の構造物（横断歩道橋、門型標識、シェッド 等） 等）

河川・ダム 河川管理施設（ダム、堰、水門、床止め、樋門・樋管、閘門、陸閘、揚排水機場、浄化施設、管理橋、堤防、護岸、樹林帯 等）

砂防 砂防設備、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設

海岸
海岸保全施設（堤防、護岸、胸壁、水門及び樋門、排水機場、陸閘、突堤、離岸堤、砂浜 等）
（施設の規模及び構造等の観点から予防保全の効果が低い施設を除く）

下水道 下水道（管路施設、処理施設、ポンプ施設 等）

港湾
港湾施設（水域施設、外郭施設、係留施設、臨港交通施設、荷さばき施設、旅客乗降用固定施設、保管施設、船舶役務用施設、廃棄物埋立
護岸、海浜、緑地、広場、移動式旅客乗降用施設）（小規模で利用上の重要度及び代替性等の観点から予防保全の効果が低い施設を除く）

空港
空港土木施設（滑走路、着陸帯、誘導路、エプロン、排水施設（幹線排水）、共同溝、地下道、橋梁、場周・保安道路、のり面、擁壁、護岸、道
路・駐車場 等）、航空保安施設、空港機能施設（航空旅客の取扱施設）

鉄道
鉄道（線路（橋梁、トンネル等構造物）、停車場、電気設備、運転保安設備）、軌道（軌道、線路建造物、電力設備、保安設備、通信設備）、索
道（索道線路等、停留場、原動設備、握索装置等、保安設備）

自動車道 橋、トンネル、大型の構造物（門型標識等）等

航路標識 航路標識（灯台、灯標、立標、浮標、無線方位信号所 等）

公園 都市公園等（都市公園、特定地区公園（カントリーパーク））

住宅 公営住宅、公社賃貸住宅、UR賃貸住宅

官庁施設
官庁施設（庁舎、宿舎 等）
（建築基準法第１２条第２項及び官公庁施設の建設等に関する法律第１２条第１項に規定する定期点検の対象外の施設を除く）

観測施設 測量標（電子基準点、験潮場）、気象レーダー施設

国土交通省の行動計画は１４分野の所管施設を対象として平成26年5月に策定し、同計画に基づき個別施設計
画の対象施設を設定し、策定を推進

維持管理・更新への「戦略的メンテナンス思想」の導入

行動計画及び個別施設計画対象施設

★行動計画の対象施設：国土交通省が維持管理・更新に係る制度や技術を所管するインフラ
★個別施設計画の対象施設：各施設の特性や維持管理・更新に係る取組状況を踏まえ策定
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個別施設計画
①対象施設
②計画期間
③対策の優先順位の考え方
④個別施設の状態等
⑤対策内容と実施時期
⑥対策費用

巡視

診断

対策の判断

個別施設単位

施設管理者単位

行動計画
Ⅰ．はじめに
Ⅱ．国土交通省の役割
Ⅲ．計画の範囲
Ⅳ．対象施設の現状と課題

Ⅴ．中長期的な維持管理・更新等のコス
トの見通し
Ⅵ．必要施策に係る取組の方向性
Ⅶ．フォローアップ計画

フォローアップ

国土交通省の所管施設について、個別施設計画を順次策定して巡視・点検から対策に至るメンテナンスサイク
ルを確立し、実施

また、個別施設計画における点検と診断の実施に資する点検基準等を策定

点検基準の範囲⇒
※診断も含む

維持管理・更新への「戦略的メンテナンス思想」の導入

個別施設計画によるメンテナンスサイクル

※施設管理者単位で個別施設
計画を策定している分野も有り

補修 修繕

※機能を維持す
るための措置

※機能を回復す
るための措置

点検 ※状態の把握と対策等の判断
に必要な情報の収集

※主な変状等の把握

※健全度の区分

※各施設分野のメンテナン
スサイクルと厳密に一致す
るものでは無い

維持
管理

更新
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各施設分野において、個別施設計画策定を推進するための技術的支援策等を実施

維持管理・更新への「戦略的メンテナンス思想」の導入

個別施設計画策定のための取組状況

対象分野 個別施設計画策定のための取組状況

道路

・通達「長寿命化修繕計画策定事業費補助制度の運用
について」（橋梁の長寿命化修繕計画の例を記載）
・「直轄道路の予防保全によるLCCの縮減効果」として
将来修繕費の試算を公表済

河川・ダ
ム

･河川：河川構造物の長寿命化計画策定の手引き
･ダム：通達「ダムの長寿命化計画の策定について」等
により、作成方法や作成例を提示

砂防 砂防関係施設の長寿命化計画策定ガイドライン

海岸 海岸保全施設維持管理マニュアル

下水道
下水道事業のストックマネジメント実施に関するガイドラ
イン

港湾

港湾の施設の維持管理技術マニュアル

港湾の施設の点検診断ガイドライン

港湾の施設の維持管理計画策定ガイドライン

対象分野 個別施設計画策定のための取組状況

空港 空港舗装維持管理マニュアル（案）

鉄道 インフラ長寿命化計画の手引き

自動車道 自動車道の長寿命化のための計画の策定

航路標識 航路標識等の長寿命化計画

公園 公園施設長寿命化計画策定指針（案）

住宅

公営住宅等長寿命化計画策定指針

ＵＲ賃貸住宅の長寿命化に関する計画
※ＵＲではライフサイクルコストの手引きは作成していな
いものの、長寿命化計画の中で「中長期的な維持管理・
更新等のコストの見通し」をＵＲ自ら算出（Ｐ１４参照）

官庁施設
官庁施設情報管理システム（BIMMS-N）を活用した個別
施設計画策定・運用マニュアル
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維持管理・更新をシステマチックに行うための業務プロセスの再構築

個別施設計画の策定によるメンテナンスサイクルの実施（１／４）

■個別施設計画の策定状況（平成29年3月末時点）

分野 対象施設

長寿命化計画策定状況

①総数
②計画策定
対象施設数

③計画策定
完了施設数

④策定対象割合
(②／①)

⑤計画策定率
（③／②）

道路

橋梁（橋長2m以上）（単位：団体数） （国） 10 10 10 100% 100%

橋梁（橋長2m以上）（単位：団体数） （都道府県・政令市） 97 97 73 100% 75%

橋梁（橋長2m以上）（単位：団体数） （市町村） 1,715 1,715 1,104 100% 64%

橋梁（橋長2m以上）（単位：団体数） （高速道路） 6 6 6 100% 100%

トンネル（単位：団体数） （国） 10 10 10 100% 100%

トンネル（単位：団体数） （都道府県・政令市） 89 89 63 100% 71%

トンネル（単位：団体数） （市町村） 606 606 109 100% 18%

トンネル（単位：団体数） （高速道路） 6 6 6 100% 100%

大型の構造物（単位：団体数） （国） 10 10 10 100% 100%

大型の構造物（単位：団体数） 都道府県・政令市） 92 92 62 100% 67%

大型の構造物（単位：団体数） （市町村） 615 615 145 100% 24%

大型の構造物（単位：団体数） （高速道路） 6 6 6 100% 100%

河川・ダム

主要な河川構造物（単位：施設数） （国） 10,640 3,432 3,432 32% 100%

主要な河川構造物（単位：施設数） （都道府県・政令市） 33,239 12,102 10,206 36% 84%

ダム（単位：施設数） （国） 99 99 99 100% 100%

ダム（単位：施設数） （都道府県・政令市） 434 434 203 100% 47%

ダム（単位：施設数） （その他 水機構） 23 23 23 100% 100%

各施設分野において、個別施設計画の策定を推進中であり、平成32年度までに策定を予定
一部の施設分野では市町村による計画策定に遅れの傾向
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維持管理・更新をシステマチックに行うための業務プロセスの再構築

個別施設計画の策定によるメンテナンスサイクルの実施（２／４）
■個別施設計画の策定状況（平成29年3月末時点）

分野 対象施設

長寿命化計画策定状況

①総数
②計画策定
対象施設数

③計画策定
完了施設数

④策定対象割合
(②／①)

⑤計画策定率
（③／②）

砂防

砂防設備（砂防堰堤・床固工等）（単位：事業主体数） （国）

地すべり防止施設（単位：事業主体数） （国）
44 44 44 100% 100%

砂防設備（砂防堰堤・床固工等）（単位：事業主体数） （都道府県・政令市）

地すべり防止施設（単位：事業主体数） （都道府県・政令市）

急傾斜地崩壊防止施設（単位：事業主体数） （都道府県・政令市）

47 47 29 100% 62%

海岸※1 堤防・護岸・胸壁等（単位：地区海岸数） （都道府県・市町村） 5,465 4,666 1,099 85% 24%

下水道※1 
管路施設、処理施設、ポンプ施設（単位：事業者数） （都道府県・政令市） 63 

1,470※2 638※2 100%※2 43%※2

管路施設、処理施設、ポンプ施設（単位：事業者数） （市町村） 1,407

港湾※3 

係留施設（単位：施設数） （国） 1,756 1,719 1,715 98% 100%
係留施設（単位：施設数） （都道府県・政令市） 10,235 10,188 9,864 100% 97%
係留施設（単位：施設数） （市町村） 1,869 1,845 1,673 99% 91%
係留施設（単位：施設数） （公社等） 50 50 33 100% 66%
外郭施設（単位：施設数） （国） 1,342 1,273 1,257 95% 99%
外郭施設（単位：施設数） （都道府県・政令市） 15,632 15,479 10,109 99% 65%
外郭施設（単位：施設数） （市町村） 4,185 4,061 1,742 97% 43%
外郭施設（単位：施設数） （公社等） 8 8 4 100% 50%
臨港交通施設（単位：施設数） （国） 337 301 293 89% 97%
臨港交通施設（単位：施設数） （都道府県・政令市） 7,428 7,285 4,231 98% 58%
臨港交通施設（単位：施設数） （市町村） 1,083 1,063 602 98% 57%
臨港交通施設（単位：施設数） （公社等） 2 2 2 100% 100%
廃棄物埋立護岸（単位：施設数） （国） 0 0 0 - -
廃棄物埋立護岸（単位：施設数） （都道府県・政令市） 236 232 77 98% 33%
廃棄物埋立護岸（単位：施設数） （市町村） 5 5 3 100% 60%
廃棄物埋立護岸（単位：施設数） （公社等） 0 0 0 - -

※１ 国土交通省所管海岸のみ対象（一部事務組合、港務局を含む）
※2 下水道は、下水道法（H27.5改正）に基づく事業計画を個別施設計画としている
※3 一部事務組合、港務局を含む 7



維持管理・更新をシステマチックに行うための業務プロセスの再構築

個別施設計画の策定によるメンテナンスサイクルの実施（３／４）

■個別施設計画の策定状況（平成29年3月末時点）

分野 対象施設

長寿命化計画策定状況

①総数
②計画策定
対象施設数

③計画策定
完了施設数

④策定対象割合
(②／①)

⑤計画策定率
（③／②）

港湾※3 

その他（水域施設、荷さばき施設、旅客乗降用固定施設、保管施設、船舶役務用施
設、海浜、緑地、広場、移動式旅客乗降用施設）（単位：施設数） （国）

950 905 864 95% 95%

その他（水域施設、荷さばき施設、旅客乗降用固定施設、保管施設、船舶役務用施
設、海浜、緑地、広場、移動式旅客乗降用施設）（単位：施設数） （都道府県・政令市）

12,988 12,572 4,186 97% 33%

その他（水域施設、荷さばき施設、旅客乗降用固定施設、保管施設、船舶役務用施
設、海浜、緑地、広場、移動式旅客乗降用施設）（単位：施設数） （市町村）

2,065 2,008 263 97% 13%

その他（水域施設、荷さばき施設、旅客乗降用固定施設、保管施設、船舶役務用施
設、海浜、緑地、広場、移動式旅客乗降用施設）（単位：施設数） （公社等）

253 213 194 84% 91%

空港

空港土木施設（滑走路、誘導路、エプロン）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （国） 26 26 26 100% 100%

空港土木施設（滑走路、誘導路、エプロン）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （都道府県・政令市） 73 73 73 100% 100%

空港土木施設（滑走路、誘導路、エプロン）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （市町村） 10 10 10 100% 100%

空港土木施設（滑走路、誘導路、エプロン）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （民間企業（会社管理空
港） 5 5 5 100% 100%

空港土木施設（幹線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸）
（単位：空港（空港及び共用空港）数） （国）

26 22 22 85% 100%

空港土木施設（幹線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸）
（単位：空港（空港及び共用空港）数） （都道府県・政令市）

73 51 49 70% 96%

空港土木施設（幹線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸）
（単位：空港（空港及び共用空港）数） （市町村）

10 2 2 20% 100%

空港土木施設（幹線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸）
（単位：空港（空港及び共用空港）数） （民間企業（会社管理空港）

5 5 5 100% 100%

空港機能施設（航空旅客の取扱施設）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （国） 26 25 22 96% 88%

空港機能施設（航空旅客の取扱施設）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （都道府県・政令市） 73 59 31 81% 53%

空港機能施設（航空旅客の取扱施設）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （市町村） 10 2 2 20% 100%

空港機能施設（航空旅客の取扱施設）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （民間企業（会社管理空港） 5 5 5 100% 100%

8
※3 一部事務組合、港務局を含む
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分野 対象施設

長寿命化計画策定状況

①総数
②計画策定
対象施設数

③計画策定
完了施設数

④策定対象割合
(②／①)

⑤計画策定率
（③／②）

鉄道
.鉄道（線路（橋梁、トンネル等構造物））（単位：事業者数）（民間企業） 188 188 188 100% 100%

軌道（線路建造物）（単位：事業者数）（民間企業） 34 34 34 100% 100%

自動車道

橋（単位：施設数） （民間企業） 67 67 0 100% 0%

橋（単位：施設数） （その他（地方道路公社）） 25 25 15 100% 60%

トンネル（単位：施設数）（単位：施設数） （民間企業） 8 8 0 100% 0%

トンネル（単位：施設数）（単位：施設数） （その他（地方道路公社）） 1 1 0 100% 0%

大型の構造物（門型標識 等）（単位：施設数） （その他（地方道路公社）） 12 12 0 100% 0%

大型の構造物（門型標識 等）（単位：施設数） （その他（地方道路公社）） 10 10 7 100% 70%

航路標識 航路標識（灯台、灯標、立標、浮標、無線方位信号所 等）（単位：施設数） （国） 5,284 5,284 5,284 100% 100%

公園
都市公園（国営公園）（単位：公園数） （国） 17 17 17 100% 100%

都市公園（単位：地方公共団体数） （都道府県・政令市） 712 712 639 100% 90%

住宅

公営住宅（単位：事業主体数） （都道府県・政令市） 67 67 67 100% 100%

公営住宅（単位：事業主体数） （市町村） 1,616 1,616 1,422 100% 88%

UR賃貸住宅所 （単位：棟数） （その他（ＵＲ）） 15,938 15,938 15,938 100% 100%

公社賃貸住宅 11 11※4 11 100% 100%

官庁施設

庁舎等（単位：施設数） （国） 7,696 5,813※5 5,329 76% 92%

宿舎（単位：施設数） （国） 3,852 3,604※5 3,094 94% 86%

維持管理・更新をシステマチックに行うための業務プロセスの再構築

個別施設計画の策定によるメンテナンスサイクルの実施（４／４）

※４ 管理戸数1,000戸以上
※5 各省庁の行動計画において個別施設計画の策定対象としている施設数

■個別施設計画の策定状況（平成29年3月末時点）



戦略的な維持管理の基本として全数点検がなされる体制を構築するため、各施設分野の点検から診断までの
指針となる点検基準等を策定、一部の施設を除き完了

対象分
野

対象施設 点検要領の策定状況

道路
橋梁、トンネル、大型の構造
物（横断歩道橋、門型標識、
シェッド 等） 等

【定期点検要領（技術的助言)】
•道路橋定期点検要領
•道路トンネル定期点検要領
•シェッド、大型カルバート等定期点検要領
•横断歩道橋定期点検要領
•門型標識等定期点検要領
•舗装点検要領
•小規模附属物点検要領
道路土工構造物点検要領
【国管理】
•橋梁定期点検要領
•道路トンネル定期点検要領
•シェッド、大型カルバート等定期点検要領
•歩道橋定期点検要領
•附属物（標識、照明施設等）点検要領
•舗装点検要領
•道路のり面工・土工構造物の調査要領（案）

河川・
ダム

ダム、堰、水門、床止め、樋
門・樋管、閘門、陸閘、揚排
水機場、浄化施設、管理橋、

堤防、護岸、樹林帯 等

・堤防等河川管理施設及び河道の点検要領
・中小河川の堤防等河川管理施設及び河道
の点検要領
・樋門等構造物周辺堤防詳細点検要領
・河川用ゲート・河川ポンプ設備点検・整備・更
新マニュアル（案）
・ダム用ゲート設備等点検・整備・更新検討マ
ニュアル（案）
・電気通信施設点検基準（案）
・河川砂防技術基準 維持管理編
・ダム総合点検実施要領・同解説

海岸

堤防、護岸、胸壁、水門及
び樋門、排水機場、陸閘、
突堤、離岸堤、砂浜 等
（施設の規模及び構造等の
観点から予防保全の効果が
低い施設を除く）

・海岸保全施設維持管理マニュアル

対象分野 対象施設 点検要領の策定状況

砂防

砂防設備 ・砂防関係施設点検要領（案）

地すべり防止施設

急傾斜地崩壊防止施設

下水道 下水道（管路施設、処理施設、ポンプ施設 等） 下水道維持管理指針

港湾

水域施設、外郭施設、係留施設、臨港交通施
設、荷さばき施設、旅客乗降用固定施設、保管
施設、船舶役務用施設、廃棄物埋立護岸、海
浜、緑地、広場、移動式旅客乗降用施設
（小規模で利用上の重要度及び代替性等の観
点から予防保全の効果が低い施設を除く）

港湾の施設の点検診断ガイドライン

空港

空港土木施設（滑走路、誘導路、エプロン、幹
線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸） 空港内の施設の維持管理指針

空港機能施設（航空旅客の取扱施設）

鉄道
鉄道（線路（橋梁、トンネル等構造物））

鉄道構造物等維持管理標準
軌道（線路建造物）

自動車道 橋、トンネル、大型の構造物（門型標識 等）
通知「一般自動車道の定期点検要領
について」

航路標識
航路標識（灯台、灯標、立標、浮標、無線方位
信号所 等）

「航行援助業務規則」、「航路標識等保
守要領」及び「同実施細目」

公園 都市公園、特定地区公園（カントリーパーク） 公園施設長寿命化計画策定指針（案）

公営住宅

公営住宅 定期点検：建築基準法、日常点検：公
営住宅等日常点検マニュアル公社賃貸住宅

UR賃貸住宅 ＵＲ賃貸住宅の長寿命化に関する計画

官庁施設 官庁施設（庁舎、宿舎 等）
建築基準法に係る告示（第282号等）、
官公庁施設の建設等に関する法律に
係る告示（第1350号等）

観測施設 （対象外）

全ての施設の健全性等を正しく着実に把握するための仕組みの確立

点検・診断の指針となる点検基準の策定状況
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全ての施設の健全性等を正しく着実に把握するための仕組みの確立

点検の進捗状況（１／５、道路、河川）

点検完了 点検未了

55%

0% 50% 100%

点検の頻度
（サイクル）

総数：38,158
対象：37,766
完了：20,782

道
路

橋梁（橋長2m以

上）（単位：施設数）

65%

0% 50% 100%
トンネル
（単位：施設数）

総数：1,585
対象：1,459
完了：952

〔点検対象数に占める完了数〕

52%

0% 50% 100%大型の構造物
（横断歩道橋、

門型標識、シェッ
ド等）（単位：施設数）

総数：12,078
対象：11,934
完了：6,164

５年に１度

集計期間

H26-
H28

点検の頻度
（サイクル） 〔点検対象数に占める完了数〕

集計期間

点検基準等に基づき点検を順次実施しており、河川、下水道、自動車道、公園、鉄道分野では、全対象施設の
点検を完了

一部の施設分野では市町村による点検に遅れの傾向

45%

0% 50% 100%
総数：5,355
対象：5,271
完了：2,368

55%

0% 50% 100%
総数：13,911
対象：13,598
完了：7,470

５年に１度
H26-
H28

56%

0% 50% 100%
総数：186,175
対象：182,297
完了：101,277

道
路５年に１度

H26-
H28

53%

0% 50% 100%

25%

0% 50% 100%

総数：478,099
対象：480,355
完了：256,681

総数：2,254
対象：2,259
完了：557

46%

0% 50% 100%
総数：2,899
対象：2,700
完了：1,244

100%

0% 50% 100%

河
川

河川管理施設（堰、
床止め、閘門、水門
、揚排水機場、樋門
・樋管、陸閘、管理
橋、浄化施設、その
他）（単位：施設数）

総数：10,640
対象：10,012
完了：10,012

H28

100%

0% 50% 100%総数：33,239
対象：19,121
完了：19,121

国

都道府県・政令市

市町村

国

都道府県・政令市

市町村

国

都道府県・政令市

市町村

国

都道府県・政令市

■点検の進捗状況（H29年3月末時点）

56%

0% 50% 100%
総数：23,758
対象：23,077
完了：13,021

高速道路会社

65%

0% 50% 100%
総数：1,959
対象：1,889
完了：1,227

68%

0% 50% 100%
総数：11,833
対象：11,643
完了：7,899

高速道路会社

高速道路会社

毎年
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総延長：340,000Km
対象：2,900Km
完了：2,900Km

全ての施設の健全性等を正しく着実に把握するための仕組みの確立

点検の進捗状況（２／５、河川、砂防、海岸、下水道）

点検完了 点検未了

100%

0% 50% 100%

H28

総数：99
対象：99
完了：99

ダム（単位：施設数） 100%

0% 50% 100%

総数：434
対象：434
完了：434

点検の頻度
（サイクル） 〔点検対象数に占める完了数〕集計期間 点検の頻度

（サイクル）
〔点検対象数に占める完了数〕集計期間

総延長：5,720Km
対象：5,720Km
完了：3,299Km

堤防・護岸・
胸壁等（単位：
施設延長数）

海
岸※

1 総数：17,168
対象：17,168
完了：17,168

58%

0% 50% 100%

H26-
H28

100%

0% 50% 100%

100%

0% 50% 100%

総延長：120,000Km
対象：5,800Km
完了：5,800Km

100%

0% 50% 100%

総数：352
対象：352
完了：352

総数：984
対象：984
完了：984

100%

0% 50% 100%

100%

0% 50% 100%

下
水
道

管路施設
（単位：施設延長数） 100%

0% 50% 100%

処理施設
（単位：施設数）

総数：1,858
対象：1,858
完了：1,858

ポンプ施設
（単位：施設数）

総数：2,201
対象：2,201
完了：2,201

100%

0% 50% 100%

H27-
H28

H27-
H28

H27-
H28

※1 国土交通省所管海岸のみ対象（ 一部事務組合、港務局を含む）
※2 平成24年度において布設後50年以上経過した管きょを対象

河
川

砂
防

国

都道府県・政令市

市町村

100%

0% 50% 100%
総数：34
対象：34
完了：34

砂防設備（砂防堰
堤・床固工等）
（単位：事業主体数）

H28

62%

0% 50% 100%
総数：47
対象：47
完了：29

国

都道府県・政令市

総数：10
対象：10
完了：10

62%

0% 50% 100%
総数：47
対象：47
完了：29

H28

100%

0% 50% 100%
地すべり防止施設
（単位：事業主体数）

国

都道府県・政令市

総数：47
対象：47
完了：29

急傾斜地崩壊防止
施設（単位：事業主体数）

62%

0% 50% 100%
H28

都道府県・政令市

都道府県・市町村

都道府県・市町村

都道府県・政令市

市町村

都道府県・政令市

市町村

都道府県・政令市

■点検の進捗状況（H29年3月末時点）

総数：23
対象：23
完了：23 100%

0% 50% 100%

その他

※2

法律では
頻度を定
めていな
いが、5
年に1度

という目
安で実施

毎年

毎年

毎年

毎年
各事業

主体にて
設定し、

実施

各事業
主体にて
設定し、

実施

各事業
主体にて
設定し、

実施

水門及び樋門・
陸閘・排水機場
（単位：施設数）
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全ての施設の健全性等を正しく着実に把握するための仕組みの確立

点検の進捗状況（３／５、港湾）

点検完了 点検未了

点検の頻度
（サイクル）

〔点検対象数に占める完了数〕集計の
初年度

点検の頻度
（サイクル） 〔点検対象数に占める完了数〕

集計の
初年度

港
湾※

３

H26-
H28

H26-
H28

H26-
H28

港
湾※

３

H26-
H28

H26-
H28

※３ 一部事務組合、港務局を含む

■点検の進捗状況（H29年3月末時点）

5年に1度

5年に1度

5年に1度

5年に1
度

5年に1
度

13

係留施設
（単位：施設数）

外郭施設
（単位：施設数）

臨港交通施設
（単位：施設数）

総数：10,235
対象：10,188
完了：5,059

50%

0% 50% 100%

総数：15,632
対象：15,479
完了：6,301 41%

0% 50% 100%

総数：7,428
対象：7,285
完了：1,637

22%

0% 50% 100%

係留施設
（単位：施設数）

外郭施設
（単位：施設数）

臨港交通施設
（単位：施設数）

総数：1,869
対象：1,845
完了：857 46%

0% 50% 100%

総数：4,185
対象：4,061
完了：1,284

32%

0% 50% 100%

総数：1,083
対象：1,063
完了：201

19%

0% 50% 100%

係留施設
（単位：施設数）

外郭施設
（単位：施設数）

臨港交通施設
（単位：施設数）

総数：1,756
対象：1,719
完了：1,041

61%

0% 50% 100%

総数：1,342
対象：1,273
完了：555

44%

0% 50% 100%

総数：337
対象：301
完了：60

20%

0% 50% 100%

国

都道府県・政令市

市町村

国

都道府県・政令市

市町村

国

都道府県・政令市

市町村

係留施設
（単位：施設数）

総数：50
対象：50
完了：33

66%

0% 50% 100%

公社等

外郭施設
（単位：施設数）

総数：8
対象：8
完了：4

50%

0% 50% 100%

公社等

臨港交通施設
（単位：施設数）

総数：2
対象：2
完了：2 100%

0% 50% 100%

公社等

総数：12,988
対象：12,572
完了：2,910 23%

0% 50% 100%

廃棄物埋立護岸
（単位：施設数）

総数：236
対象：232
完了：88

38%

0% 50% 100%

廃棄物埋立護岸
（単位：施設数）

総数：5
対象：5
完了：1 20%

0% 50% 100%

総数：2,065
対象：2,008
完了：186 9%

0% 50% 100%

廃棄物埋立護岸
（単位：施設数）

総数：0
対象：0
完了：－

その他（水域施設、

荷さばき施設、旅
客乗降用固定施設
、保管施設、船舶
役務用施設、海浜
、緑地、広場、移動
式旅客乗降用

施設）（単位：施設数）

総数：950
対象：905
完了：207 23%

0% 50% 100%

国

都道府県・政令市

市町村

国

都道府県・政令市

市町村

総数：0
対象：0
完了：－

公社等

公社等

総数：253
対象：213
完了：207 97%

0% 50% 100%



軌道（線路建造物）
（単位：事業者数）

H28

全ての施設の健全性等を正しく着実に把握するための仕組みの確立

点検の進捗状況（４／５、空港、鉄道）

総数：73
対象：73
完了：67

92%

0% 50% 100%

総数：73
対象：46
完了：40

総数：73
対象：59
完了：59

空
港

H28

87%

0% 50% 100%

100%

0% 50% 100%

空港土木施設（滑走
路、誘導路、エプロン）
（単位：空港（空港及び共用空港）数）

総数：26
対象：26
完了：25

96%

0% 50% 100%

空港土木施設
（幹線排水、共同溝、
地下道、橋梁、護岸）
（単位：空港（空港及び共用空港）数）

総数：26
対象：22
完了：21

空港機能施設
（航空旅客の取扱施設）
（単位：空港（空港及び共用空港）数）

総数：26
対象：25
完了：25

95%

0% 50% 100%

100%

0% 50% 100%

総数：10
対象：2
完了：2

総数：10
対象：2
完了：2

H28

100%

0% 50% 100%

100%

0% 50% 100%
総数：10
対象：10
完了：10

100%

0% 50% 100%

点検の頻度
（サイクル）

〔点検対象数に占める完了数〕集計期間

国

都道府県・政令市

市町村

国

都道府県・政令市

市町村

国

都道府県・政令市

■点検の進捗状況（H29年3月末時点）

総数：5
対象：5
完了：5

100%

0% 50% 100%

民間企業

総数：5
対象：5
完了：5 100%

0% 50% 100%

民間企業

民間企業

総数：5
対象：5
完了：5 100%

0% 50% 100%

空
港

点検の頻度
（サイクル）

〔点検対象数に占める完了数〕集計期間

鉄
道

鉄道（線路（橋梁、ト
ンネル等構造物）
単位：事業者数）

総数：188
対象：188
完了：188

総数：34
対象：34
完了：34

索道（単位：事業者数）

総数：485
対象：485
完了：485

100%

0% 50% 100%

H28

100%

0% 50% 100%

100%

0% 50% 100%
民間企業

民間企業

民間企業

市町村

各空港毎
に人命及
び航空機
の運航へ
の影響度
、施設の
供用年数
、利用状
況、現場
条件等を
総合的に
勘案して
適切に設

定

各空港毎
に人命及
び航空機
の運航へ
の影響度
、施設の
供用年数
、利用状
況、現場
条件等を
総合的に
勘案して
適切に設

定

事業者
毎に点
検の頻
度が異

なる

各空港毎
に人命及
び航空機
の運航へ
の影響度
、施設の
供用年数
、利用状
況、現場
条件等を
総合的に
勘案して
適切に設

定

14



全ての施設の健全性等を正しく着実に把握するための仕組みの確立

点検の進捗状況（５／５、自動車道、航路標識、公園、住宅、官庁施設）

自
動
車
道

H28

点検の頻度
（サイクル）

〔点検対象数に占める完了数〕集計期間

■点検の進捗状況（H29年3月末時点）

民間企業

橋
（単位：施設数）

総数：67
対象：67
完了：67

100%

0% 50% 100%

トンネル
（単位：施設数）

総数：8
対象：8
完了：8

100%

0% 50% 100%

大型の構造物
（門型標識等）
（単位：施設数）

民間企業

民間企業

総数：25
対象：25
完了：25

100%

0% 50% 100%

その他

総数：1
対象：1
完了：1

100%

0% 50% 100%H28

H28

その他

その他

※４ 遊具を設置している都市公園及びカントリーパークが対象
※５ 被災３県（岩手県、宮城県、福島県）・熊本県及び前述4県内市町村を除く公営住宅を管理する地方公共団体が対象

公営住宅※５

（単位：事業主体数）
100%

0% 50% 100%総数：61
対象：55
完了：55

総数：22,214
対象：22,214
完了：22,214

100%

0% 50% 100%
H28

点検の頻度
（サイクル）

〔点検対象数に占める完了数〕集計期間

H28

住
宅

公
園※

４

総数：60,620
対象：60,620
完了：60,620

100%

0% 50% 100%

官
庁
施
設

庁舎等
（単位：施設数）

宿舎
（単位：施設数）

総数：7,696
対象：5,652
完了：5,024

89%

0% 50% 100%

総数：3,852
対象：3,318
完了：2,933 88%

0% 50% 100%
H26-H28

航
路
標
識

航路標識（灯台、灯
標、立標、浮標、無
線方位信号所等）
（単位：施設数）

総数：5,284
対象：2,400
完了：729

30%

0% 50% 100%
H25-H28

都市公園（
カントリーパ
ーク含む）
（単位：公園数）

総数：14
対象：14
完了：14

100%

0% 50% 100%

92%

0% 50% 100%総数：1,428
対象：259
完了：237

国

国

都道府県・政令市

市町村

都道府県・政令市

市町村

国

国

点検完了 点検未了

ＵＲ賃貸住宅
（単位：棟数）

総数：15,938
対象：7,984
完了：7,984

H28
100%

0% 50% 100%

毎年

毎年

毎年

毎年

施設の種
別に応じて
定期的に

実施

3年に1度

3年に1度

3年に1
度

15

総数：12
対象：12
完了：0

総数：10
対象：10
完了： 7 70%

0% 50% 100%

0%

0% 50% 100%



点検後、診断を行い施設の健全度を判定
健全度が低く措置の必要が高いと判定された施設については、措置方針を決定し、順次措置を実施

■施設の健全性（H29年3月末時点）

全ての施設の健全性等を正しく着実に把握するための仕組みの確立

施設の健全度（１／３、道路、下水道）

(7) (6)

Ⅰ（健全） 構造物（道路橋）の機能に支障が生じていない状態

Ⅱ（予防保全段階）
構造物（道路橋）の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から措置を講ず

ることが望ましい状態

Ⅲ（早期措置段階） 構造物（道路橋）の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態

Ⅳ（緊急措置段階）
構造物（道路橋）の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、緊急に

措置を講ずべき状態

劣化なし －

緊急度Ⅲ

（軽度）
劣化状況を確認しながら、対策時期を検討

緊急度Ⅱ

（中度）
出来るだけ早期に対策が必要な場合

緊急度Ⅰ

（重度）
速やかな措置が必要な場合

36% 50% 11% 0.1%

0% 50% 100%H26-H28  点検結果

57% 23%

0.3%

19%

0% 50% 100%

修繕・架替

撤去・廃止等

機能転換

対応未定

(227) (92)

(1)

(76)

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

健全性Ⅳに関する対応（予定を含む）

橋

梁

54% 46% 0%

0% 50% 100%

修繕・更新

撤去

対応未定

(7) (6)
Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

33% 52% 14% 0.1%

0% 50% 100%
H26-H28 点検結果

大
型
構
造
物

24% 46% 12%11%
7%

0% 50% 100%

対策済

Ｈ２９対応

Ｈ３０対応

Ｈ３１対応

Ｈ３２対応

(1.2km) (2.3km) (0.6km)

(0.5km)

(0.3km)

劣化無し

緊急度Ⅲ

緊急度Ⅱ

緊急度Ⅰ

84% 9% 6% 1.0%

0% 50% 100%

下
水
道
（
（
管
路
）

ト
ン
ネ
ル

67% 15% 19%

0% 50% 100%

修繕

撤去・廃止等

対応未定
(18) (4) (5)

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

3% 53% 44% 0.5%

0% 50% 100%H26-H28 点検結果

健全性Ⅳに関する対応（予定を含む）

道路

下水道

健全性Ⅳに関する対応（予定を含む）

健全性Ⅳに関する対応
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全ての施設の健全性等を正しく着実に把握するための仕組みの確立

施設の健全度（２／３ 河川（試行））

■施設の健全性（H29年3月末時点）

河川管理施設

ダム

17



全ての施設の健全性等を正しく着実に把握するための仕組みの確立

施設の健全度（３／３ 港湾、空港、官庁施設）

■施設の健全性（H29年3月末時点）

港湾施設

空港施設

官庁施設

■ 健全 ■ 一部が劣化 ■ 著しく劣化
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（平成28年度は、1,311施設
において修繕を実施）

全ての施設の健全性等を正しく着実に把握するための仕組みの確立

補修・修繕の進捗状況（１／４、道路、河川、砂防、海岸、下水道）

■補修・修繕の進捗状況（H29年3月末時点）

〔対象数に占める完了数〕集計期間

河
川

河川管理施設（堰、
床止め、閘門、水門、
揚排水機場、樋門・
樋管、陸閘、管理橋、
浄化施設、その他）（
単位：施設数）

ダム（単位：施設数）

H28

地すべり防止施設
（単位：事業主体数）

急傾斜地崩壊防止
施設（単位：事業主体数）

砂
防

砂防設備（砂防堰
堤・床固工等）
（単位：事業主体数）

H28

対象：－※6

完了：－※6

対象：－※6

完了：－※6

（平成28年度は499施設
において修繕を実施）

（平成28年度は、63事業
主体において修繕を実施）

（平成28年度は、39事業
主体において修繕を実施）

（平成28年度は、29事業主
体において修繕を実施）

対象：－※6

完了：－※6

対象：－※6

完了：－※6

対象：－※6

完了：－※6

堤防・護岸・
胸壁等（単位：
施設延長数）

海
岸 水門及び樋門・

陸閘・排水機場
（単位：施設数）

H26-H28

（平成28年度は、14㎞
において修繕を実施）

（平成28年度は、19施設
において修繕を実施）

対象：－※6

完了：－※6

対象：－※6

完了：－※6

下
水
道

管路施設
（単位：施設延長数）

H27-H28

対象：1,350Km
完了：620m 46%

0% 50% 100%

対象：460Km
完了：250Km 54%

0% 50% 100%

都道府県・政令市

市町村

対象：0
完了：0

対象：0
完了：0

処理施設
（単位：施設数）

ポンプ施設
（単位：施設数）

〔対象数に占める完了数〕集計期間

※６ 定期点検の他、日常管理における巡視・点検等の結果を踏まえ、 必要に応じて随時修繕等を実施しているため
※７ 平成24年度において布設後50年以上経過した管きょを対象

H27-H28

修繕完了 修繕未了

対象：－
完了：－

対象：－
完了：－

対象：－
完了：－

（判定区分Ⅲ、Ⅳについては、
4,239橋において修繕に着手）

道
路

H26-H28

橋梁（橋長2m以

上）（単位：施設数）

トンネル
（単位：施設数）

大型の構造物
（横断歩道橋、

門型標識、シェッ
ド等）（単位：施設数）

（判定区分Ⅲ、Ⅳについては、
485施設において修繕に着手）

（判定区分Ⅲ、Ⅳについては、
426施設において修繕に着手）
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港
湾※

８

〔対象数に占める完了数〕集計期間

H26-H28

■補修・修繕の進捗状況（H29年3月末時点）

修繕完了 修繕未了

全ての施設の健全性等を正しく着実に把握するための仕組みの確立

補修・修繕の進捗状況（２／４、港湾）

H26-H28

港
湾※

８

〔対象数に占める完了数〕集計期間

H26-H28

H26-H28

H26-H28

20

対象：544
完了：138※11

廃棄物埋立護岸
（単位：施設数）

対象：0
完了：0

対象：236
完了：17※11 7%

0% 50% 100%

※１０ 一部事務組合、港務局を含む。なお、修繕対象数には、経過観察レベルの施設が含まれている。
※１１ 立入禁止等による応急措置を含む

その他（水域施設、

荷さばき施設、旅客
乗降用固定施設、
保管施設、船舶役
務用施設、海浜、緑
地、広場、移動式旅
客乗降用

施設）（単位：施設数）

対象：12
完了：2※11 17%

0% 50% 100%

25%

0% 50% 100%

廃棄物埋立護岸
（単位：施設数）

対象：1
完了：1 100%

0% 50% 100%

対象：36
完了：4 11%

0% 50% 100%

国

都道府県・政令市

市町村

国

都道府県・政令市

市町村

廃棄物埋立護岸
（単位：施設数）

対象：0
完了：－

公社等

対象：213
完了：207 97%

0% 50% 100%

公社等

係留施設
（単位：施設数）

外郭施設
（単位：施設数）

臨港交通施設
（単位：施設数）

対象：705
完了：111※11 16%

0% 50% 100%

対象：340
完了：32※11 9%

0% 50% 100%

11%

0% 50% 100%
対象：55
完了：6※11

係留施設
（単位：施設数）

外郭施設
（単位：施設数）

臨港交通施設
（単位：施設数）

対象：3,256
完了：330※11

10%

0% 50% 100%

対象：2,584
完了：121※11

5%

0% 50% 100%

14%

0% 50% 100%対象：842
完了：121※11

係留施設
（単位：施設数）

外郭施設
（単位：施設数）

臨港交通施設
（単位：施設数）

対象：348
完了：59 17%

0% 50% 100%

対象：389
完了：21 5%

0% 50% 100%

8%

0% 50% 100%
対象：111
完了：9

国

都道府県・政令市

市町村

国

都道府県・政令市

市町村

国

都道府県・政令市

市町村

係留施設
（単位：施設数）

対象：50
完了：33 66%

0% 50% 100%

公社等

外郭施設
（単位：施設数）

対象：8
完了：4 50%

0% 50% 100%

公社等

臨港交通施設
（単位：施設数）

対象：2
完了：2 100%

0% 50% 100%

公社等



集計期間 集計期間

修繕完了 修繕未了

〔対象数に占める完了数〕〔対象数に占める完了数〕

全ての施設の健全性等を正しく着実に把握するための仕組みの確立

補修・修繕の進捗状況（３／４、空港、自動車道、鉄道）

■補修・修繕の進捗状況（H29年3月末時点）

空港土木施設（滑走
路、誘導路、エプロン）
（単位：空港（空港及び共用空港）数）

空
港

H28

対象：14
完了：10 71%

0% 50% 100%

対象：9
完了：2

22%

0% 50% 100%

対象：1
完了：0 0%

0% 50% 100%

国

都道府県・政令市

市町村

対象：1
完了：0

0%

0% 50% 100%

対象：0
完了：0

空港土木施設
（幹線排水、共同溝、
地下道、橋梁、護岸）
（単位：空港（空港及び共用空港）数）

空港機能施設
（航空旅客の取扱施設）（

単位：空港（空港及び共用空港）数）

対象：5
完了：5 100%

0% 50% 100%

民間企業

H28

自
動
車
道

H28

鉄
道

橋
（単位：施設数）

対象：67
完了：67

100%

0% 50% 100%

トンネル
（単位：施設数）

対象：8
完了：8 100%

0% 50% 100%

鉄道（線路（橋梁、
トンネル等構造物）
単位：事業者数）

対象：188
完了：188

軌道（線路建造物）
（単位：事業者数）

対象：34
完了：34

索道（単位：事業者数） 対象：485
完了：485 100%

0% 50% 100%

H28
100%

0% 50% 100%

民間企業

民間企業

その他

対象：0
完了：－

H28

H28

対象：0
完了：－

その他

民間企業

民間企業

民間企業

H28

100%

0% 50% 100%

21

対象：0
完了：－

対象：0
完了：－

大型の構造物
（門型標識等）
（単位：事業者数）

その他

民間企業



集計期間

修繕完了 修繕未了

〔対象数に占める完了数〕

※１０ 被災３県（岩手県、宮城県、福島県）・熊本県及び前述4県内市町村を除く公営住宅を管理する地方公共団体が対象
※１１ 遊具を設置している都市公園及びカントリーパークが対象
※１２ 長寿命化庁舎（築後30年以上経過した合同庁舎のうち、長寿命化を図るべきもの）159施設のうち、「外壁が著しく

劣化」している施設

全ての施設の健全性等を正しく着実に把握するための仕組みの確立

補修・修繕の進捗状況（４／４、航路標識、住宅、公園、官庁施設）

■補修・修繕の進捗状況（H29年3月末時点）

航
路
標
識

航路標識（灯台、
灯標、立標、浮標
、無線方位信号所
等）（単位：施設数）

H25-H28 対象：194
完了：137

71%

0% 50% 100%

公
園※

１
１

都市公園（カントリ
ーパーク含む）
（単位：公園数）

H28
対象：7,628
完了：6,114 80%

0% 50% 100%

都市公園（カントリ
ーパーク含む）
（単位：公園数）

対象：23,633
完了：12,947 55%

0% 50% 100%

都市公園（カントリ
ーパーク含む）
（単位：公園数）

対象：14
完了：14 100%

0% 50% 100%

国

都道府県・政令市

市町村

住
宅

公営住宅※１０

（単位：事業主体数）

対象：0
完了：－

H28

官
庁
施
設

庁舎等
（単位：施設数）H26-H28

対象：6※１２

完了：1 17%

0% 50% 100%

ＵＲ賃貸住宅
（単位：棟数）

対象：6,036
完了：6,036 100%

0% 50% 100%
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